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困った人を助ける予算で
カネ儲けは許さない！
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６１２５０円
平成２９年度補正予算
事務費　３８．５７億円÷６２９０１件＝
６１３１８円
給付金や補助金を申請者に支払う事務
で、これだけの額の手数料を手にしてい
る団体である一般社団法人サービスデ
ザイン推進協議会は、繰り返しますが、
その実体はほとんどがらんどうで、オフィ
スを訪ねても誰ひとりいない、という状
態だったそうです。それもそのはず、委
託された事務費の９６％までが大手広
告代理店の電通に外部発注されている
のです。
困っている中小企業や個人事業主の当
面の資金繰りを助けるための持続化給
付金の４兆円の予算で、気が付いたら、
困ってもいない大手の企業が、高額な
事務手数料を取って潤っていた、なん
てカラクリだったとしたら、これは本末

持続化給付金の給付事務を
委託された、「一般社団法
人サービスデザイン推進協議
会」という団体が、経産省や
中小企業庁の補助金を配る事
務委託を受けるために設立され

た団体で、しかもほとんど実体がなく、
大半の業務を外部の民間企業に「丸投
げ」しているのではないか、という指摘
を受けました。
この問題は、その後、国会で大きな追
及のテーマとなっていきますが、最も早
い時期に国会で質問した１人は他なら
ぬ私でした。
私が最も問題だと感じたのは、持続化
給付金を支給するにあたっての１件あた
りの事務費です。一般社団法人サービ
スデザイン推進協議会には、中小企業
や個人事業主から申請を受け付け、指
定の口座に給付金を振り込む事務が、
経産省（中小企業庁）から委託されて
います。必要書類が整っているか、売
上半減以上の条件を満たしているかを
チェックして、給付金が支払われる仕組
みです。
いわば持続化給付金の給付事務にあ
たっての手数料みたいなものですが、一
次補正で７６９億円、二次補正で８５０
億円、あわせて１６１９億円の事務費が
一般社団法人サービスデザイン推進協
議会に支払われています。
日本国内の中小企業と小規模事業主の
総数は約３８０万社ですから、仮にその

３分の２の約２６０万社が給付申請する
とすると、１件あたりの事務費は、
事務費１６１９億円 ÷ 約２６０万件＝約
６万２０００円となります。
１件あたりの持続化給付金の振込みに、
６万円の手数料を取っている計算になり
ます。
民間の金融機関で取引先に資金を振込
むにあたり、１件につき６万円の手数料
を取っているところがどこにあるでしょう
か。驚くべき額だと私は思いました。
でも、これだけではありませんでした。
一般社団法人サービスデザイン推進協
議会は、中小企業のIT機器導入を支援
する「IT補助金」の事務も委託されてい
るのですが、過去の補助金執行のデー
タを見ると、やはり同じように１件あたり
約６万円の事務費を取っていたのです。
平成２８年度補正予算
事務費　８．７９億円 ÷１４３５１件 ＝

転倒だと言わざるを得ません。
いったいこれは誰のおカネなんですか？ 
という話です。

今回の合わせて事業規模２００兆円以
上の一次・二次補正の予算は、赤字
国債の発行によって財源措置がされて
います。非常時ですからやむを得ないと
は言うものの、それはやがてや子どもや
孫の世代が返さなければならない借金
であるはずです。困っている人を助ける
ためならばともかく、困っていない人達
を潤わせるために、安易に使って良いお
カネではありません。
これもまたやむを得ない事かもしれませ
んが、東京都が積み立ててきた「貯金」に
あたる財政調整基金も、昨年度末には
９０３２億円あったのが、新型コロナウ
イルス対策として都独自に１店舗５０万

円の「感染防止対策協力金」を支給し
たり財源を取り崩し、「貯金」残高は１０
００億円を割り込む水準になってしまい
ました。ここからの対策は都債を発行し
て行なう場合も出てくるかもしれません。
東京都知事選挙の投票率は５５％でし
た。つまり２人に１人近くが投票に行っ
ていないのです。その中で、都知事が
選ばれ、皆さんの納めた税金の使い道
を決めていくのです。国会議員の選挙と
国政についても同様です。
無関心を決め込んでいるうちに、私達
のために使われるはずのおカネが、誰か
に都合のいいように使われたりする事の
ないように、納税者として、有権者として、
ぜひ皆さんのチェックの目を厳しく光ら
せて頂きたいと思います。私も皆さんの
代表として国政の現場でしっかり働かせ
て頂きます！
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新型コロナウイルスの感染拡大で特措
法に基づく緊急事態宣言が出され、外
出自粛や休業要請で、皆さんも大変な
思いをされたものと思います。小中学校
の一斉休校や保育園の休園もありまし
た。子どもが家にいるので仕事に出られ
なくなったため、休業して収入が減少す
るご家庭もありました。日本へのインバ
ウンドの来訪者数は９９．９％減となりま
した。国内でも都会から地方への移動は
控えざるを得ない空気が続いています。

円を超え、合わせて２００兆円超という
「空前絶後の規模、世界最大の経済対
策」と安倍総理は胸を張っていますが、
その中の主要な１つがこの持続化給付
金です。
売上が半減以上の場合、中小企業な
ら２００万円、個人事業主やフリーラン
スの方々には１００万円を上限に支給し
ます。正直、十分な額ではないかもしれ
ませんが、当面の困難な資金繰りを何
とか乗り越えて頂くために、一次補正で
２．３兆円、二次補正で１．９兆円、合わ
せて４．２兆円もの巨額の予算を積んで
います。
このおカネは、いったい、誰のためのお
カネでしょうか。

それにより、とてつもない経済的な打撃
が広がりつつあります。世界的な経済
活動の後退とサプライチェーンの寸断に
より、飲食・観光といったサービス業の
みならず、自動車メーカーのような製造
業でも５月の販売台数は前年同月比－
５４％と過去最大の減少幅となりまし
た。中小企業はもっと景況感が悪くなっ
ていますので、もともと消費税１０％へ
の増税で厳しくなっていた地域経済の
肌感覚は、報道以上に悪化していると
思います。
急激に売上が減少した中小企業や個人
事業主を支援する目的で、持続化給付
金の支給が行なわれています。一次補
正、二次補正とも事業規模で１００兆
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梶山大臣は「透明性を確保」と答弁したが…
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持続化給付金の給付事務を担う「謎」の団体・一般社団法人サービスデザイン推進協議会。いち早く取り上
げた経産委員会（5月27日）はYouTubeかきみとチャンネルで動画視聴頂けます。

困ってもいない大手の企業が
高額な事務手数料を取って潤っていた、
なんてカラクリだったとしたら、
これは本末転倒だと言わざるを得ません。
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んが、東京都が積み立ててきた「貯金」に
あたる財政調整基金も、昨年度末には
９０３２億円あったのが、新型コロナウ
イルス対策として都独自に１店舗５０万

円の「感染防止対策協力金」を支給し
たり財源を取り崩し、「貯金」残高は１０
００億円を割り込む水準になってしまい
ました。ここからの対策は都債を発行し
て行なう場合も出てくるかもしれません。
東京都知事選挙の投票率は５５％でし
た。つまり２人に１人近くが投票に行っ
ていないのです。その中で、都知事が
選ばれ、皆さんの納めた税金の使い道
を決めていくのです。国会議員の選挙と
国政についても同様です。
無関心を決め込んでいるうちに、私達
のために使われるはずのおカネが、誰か
に都合のいいように使われたりする事の
ないように、納税者として、有権者として、
ぜひ皆さんのチェックの目を厳しく光ら
せて頂きたいと思います。私も皆さんの
代表として国政の現場でしっかり働かせ
て頂きます！

新型コロナウイルスの感染拡大で特措
法に基づく緊急事態宣言が出され、外
出自粛や休業要請で、皆さんも大変な
思いをされたものと思います。小中学校
の一斉休校や保育園の休園もありまし
た。子どもが家にいるので仕事に出られ
なくなったため、休業して収入が減少す
るご家庭もありました。日本へのインバ
ウンドの来訪者数は９９．９％減となりま
した。国内でも都会から地方への移動は
控えざるを得ない空気が続いています。

円を超え、合わせて２００兆円超という
「空前絶後の規模、世界最大の経済対
策」と安倍総理は胸を張っていますが、
その中の主要な１つがこの持続化給付
金です。
売上が半減以上の場合、中小企業な
ら２００万円、個人事業主やフリーラン
スの方々には１００万円を上限に支給し
ます。正直、十分な額ではないかもしれ
ませんが、当面の困難な資金繰りを何
とか乗り越えて頂くために、一次補正で
２．３兆円、二次補正で１．９兆円、合わ
せて４．２兆円もの巨額の予算を積んで
います。
このおカネは、いったい、誰のためのお
カネでしょうか。

それにより、とてつもない経済的な打撃
が広がりつつあります。世界的な経済
活動の後退とサプライチェーンの寸断に
より、飲食・観光といったサービス業の
みならず、自動車メーカーのような製造
業でも５月の販売台数は前年同月比－
５４％と過去最大の減少幅となりまし
た。中小企業はもっと景況感が悪くなっ
ていますので、もともと消費税１０％へ
の増税で厳しくなっていた地域経済の
肌感覚は、報道以上に悪化していると
思います。
急激に売上が減少した中小企業や個人
事業主を支援する目的で、持続化給付
金の支給が行なわれています。一次補
正、二次補正とも事業規模で１００兆

緊急事態宣言中の「自宅ごもり」で、動画視聴の機
会も多くなりました。イベントやお祭りや集会は開
催できなくなり、皆さんへメッセージを届ける機会
は、逆に持ちにくくなりました。そこで、YouTube
かきみとチャンネルでの動画配信を強化しています。
支援制度についても、「いざという時の缶詰レシピ」
についても、国会報告についても、エネルギー政策
についても、東京オリンピック・パラリンピックの開
催見通しについても、動画で語っています。
ぜひチャンネル登録して、ご視聴ください！
毎週水曜日の１５時には、柿沢未途事務所で上映会
も行なっていますので、お気軽にお立ち寄りください
（定員6名のため予約制です）。

柿沢未途プロフィール
■昭和 46 年（1971 年）1月21日生まれ
　江東区立数矢小、麻布中・高、東京大学法
学部 卒業
■NHK記者として長野冬季オリンピック・パ
ラリンピックを取材
■都議 2期、衆院 4期連続当選
■初当選以来、所属政党の政調会長や幹事
長を歴任
■文藝春秋「日本を元気にする125人」に選
ばれる
■国会質問ナンバーワン議員として知られ、
2020年6月までの国会質問回数は334回
■NPO法人による国会質問評価で★★★３ツ
星議員を4回受賞
■政治団体「新エネルギー運動」代表として、
RE:100（自然エネルギー 100%）の日本
をつくるために政策提言中
■防災士の国会議員としても知られ、3.11の震
災をはじめ被災地に数多く足を運んでいる
■禅寺修行で自らを見つめ直し、「本来無一
物」を座右の銘とする

絶賛配信中！

チャンネル
登録ボタンを
押すだけです！！

豪雨災害被災地へ、届け！下町の心意気
「タオル１万枚支援プロジェクト！」

（7月13日）

「チャンネル登録」をお願
いいたします。QRコード
を読み込むか「かきみと
チャンネル」で検索すると、
右のような画面が表示さ
れます。そして、

困ってもいない大手の企業が
高額な事務手数料を取って潤っていた、
なんてカラクリだったとしたら、
これは本末転倒だと言わざるを得ません。



６１２５０円
平成２９年度補正予算
事務費　３８．５７億円÷６２９０１件＝
６１３１８円
給付金や補助金を申請者に支払う事務
で、これだけの額の手数料を手にしてい
る団体である一般社団法人サービスデ
ザイン推進協議会は、繰り返しますが、
その実体はほとんどがらんどうで、オフィ
スを訪ねても誰ひとりいない、という状
態だったそうです。それもそのはず、委
託された事務費の９６％までが大手広
告代理店の電通に外部発注されている
のです。
困っている中小企業や個人事業主の当
面の資金繰りを助けるための持続化給
付金の４兆円の予算で、気が付いたら、
困ってもいない大手の企業が、高額な
事務手数料を取って潤っていた、なん
てカラクリだったとしたら、これは本末

持続化給付金の給付事務を
委託された、「一般社団法
人サービスデザイン推進協議
会」という団体が、経産省や
中小企業庁の補助金を配る事
務委託を受けるために設立され

た団体で、しかもほとんど実体がなく、
大半の業務を外部の民間企業に「丸投
げ」しているのではないか、という指摘
を受けました。
この問題は、その後、国会で大きな追
及のテーマとなっていきますが、最も早
い時期に国会で質問した１人は他なら
ぬ私でした。
私が最も問題だと感じたのは、持続化
給付金を支給するにあたっての１件あた
りの事務費です。一般社団法人サービ
スデザイン推進協議会には、中小企業
や個人事業主から申請を受け付け、指
定の口座に給付金を振り込む事務が、
経産省（中小企業庁）から委託されて
います。必要書類が整っているか、売
上半減以上の条件を満たしているかを
チェックして、給付金が支払われる仕組
みです。
いわば持続化給付金の給付事務にあ
たっての手数料みたいなものですが、一
次補正で７６９億円、二次補正で８５０
億円、あわせて１６１９億円の事務費が
一般社団法人サービスデザイン推進協
議会に支払われています。
日本国内の中小企業と小規模事業主の
総数は約３８０万社ですから、仮にその

３分の２の約２６０万社が給付申請する
とすると、１件あたりの事務費は、
事務費１６１９億円 ÷ 約２６０万件＝約
６万２０００円となります。
１件あたりの持続化給付金の振込みに、
６万円の手数料を取っている計算になり
ます。
民間の金融機関で取引先に資金を振込
むにあたり、１件につき６万円の手数料
を取っているところがどこにあるでしょう
か。驚くべき額だと私は思いました。
でも、これだけではありませんでした。
一般社団法人サービスデザイン推進協
議会は、中小企業のIT機器導入を支援
する「IT補助金」の事務も委託されてい
るのですが、過去の補助金執行のデー
タを見ると、やはり同じように１件あたり
約６万円の事務費を取っていたのです。
平成２８年度補正予算
事務費　８．７９億円 ÷１４３５１件 ＝

転倒だと言わざるを得ません。
いったいこれは誰のおカネなんですか？ 
という話です。

今回の合わせて事業規模２００兆円以
上の一次・二次補正の予算は、赤字
国債の発行によって財源措置がされて
います。非常時ですからやむを得ないと
は言うものの、それはやがてや子どもや
孫の世代が返さなければならない借金
であるはずです。困っている人を助ける
ためならばともかく、困っていない人達
を潤わせるために、安易に使って良いお
カネではありません。
これもまたやむを得ない事かもしれませ
んが、東京都が積み立ててきた「貯金」に
あたる財政調整基金も、昨年度末には
９０３２億円あったのが、新型コロナウ
イルス対策として都独自に１店舗５０万

円の「感染防止対策協力金」を支給し
たり財源を取り崩し、「貯金」残高は１０
００億円を割り込む水準になってしまい
ました。ここからの対策は都債を発行し
て行なう場合も出てくるかもしれません。
東京都知事選挙の投票率は５５％でし
た。つまり２人に１人近くが投票に行っ
ていないのです。その中で、都知事が
選ばれ、皆さんの納めた税金の使い道
を決めていくのです。国会議員の選挙と
国政についても同様です。
無関心を決め込んでいるうちに、私達
のために使われるはずのおカネが、誰か
に都合のいいように使われたりする事の
ないように、納税者として、有権者として、
ぜひ皆さんのチェックの目を厳しく光ら
せて頂きたいと思います。私も皆さんの
代表として国政の現場でしっかり働かせ
て頂きます！

柿沢未途が自らの政策を書いた、国会議員となって初の単
独での著書となる本が出版されました。題名は「柿沢未途の日本再生」（東
川社）。ライフワークのエネルギー政策、経済格差を是正するための「日本版
ベーシックインカム」、新型コロナウイルスのパンデミックを受けて社会の構
造をどう見直していくかについても、コロナ前に書かれた原稿であるにもかか
わらず、あたかもコロナを見通していたかのような政策が書かれています。
谷垣禎一・元財務大臣、佐藤康博・みずほフィナンシャルグループ会長、
小黒一正・法政大学教授からの推薦文も頂きました。国会議員１０年を機に、
行き詰まりを見せる日本を再生する気概をもって書き下ろした著書です。
柿沢未途事務所またはアマゾンでぜひお求めください。

新型コロナウイルスの感染拡大で特措
法に基づく緊急事態宣言が出され、外
出自粛や休業要請で、皆さんも大変な
思いをされたものと思います。小中学校
の一斉休校や保育園の休園もありまし
た。子どもが家にいるので仕事に出られ
なくなったため、休業して収入が減少す
るご家庭もありました。日本へのインバ
ウンドの来訪者数は９９．９％減となりま
した。国内でも都会から地方への移動は
控えざるを得ない空気が続いています。

円を超え、合わせて２００兆円超という
「空前絶後の規模、世界最大の経済対
策」と安倍総理は胸を張っていますが、
その中の主要な１つがこの持続化給付
金です。
売上が半減以上の場合、中小企業な
ら２００万円、個人事業主やフリーラン
スの方々には１００万円を上限に支給し
ます。正直、十分な額ではないかもしれ
ませんが、当面の困難な資金繰りを何
とか乗り越えて頂くために、一次補正で
２．３兆円、二次補正で１．９兆円、合わ
せて４．２兆円もの巨額の予算を積んで
います。
このおカネは、いったい、誰のためのお
カネでしょうか。

一定額までは月額家賃の３分の２をカバー、最大６００万円支給

「家賃支援給付金」

「柿沢未途の日本再生」

の給付が始まりました！

それにより、とてつもない経済的な打撃
が広がりつつあります。世界的な経済
活動の後退とサプライチェーンの寸断に
より、飲食・観光といったサービス業の
みならず、自動車メーカーのような製造
業でも５月の販売台数は前年同月比－
５４％と過去最大の減少幅となりまし
た。中小企業はもっと景況感が悪くなっ
ていますので、もともと消費税１０％へ
の増税で厳しくなっていた地域経済の
肌感覚は、報道以上に悪化していると
思います。
急激に売上が減少した中小企業や個人
事業主を支援する目的で、持続化給付
金の支給が行なわれています。一次補
正、二次補正とも事業規模で１００兆

新型コロナウイルス対策の支援制度については、
国・都・区の支援制度を分かりやすく一覧表で
まとめたレポートを江東区内で配布しましたとこ
ろ、多くの皆さんにご活用を頂きました。
二次補正で予算化された国の家賃支援給付金で
すが、ようやく７月１４日（火）より申請開始とな
りました。
５月以降の売上が単月で５割以上減、３か月なら
しで３割以上減となった事業者は、法人なら月額
家賃７５万円までは３分の２の金額、６か月分で
最大６００万円まで支援の給付を受けられます！
江東区独自の家賃支援は、２～６月のいずれか
の月の売上２割減で対象となり、支給額は３０万
円です（他に条件等あり）。申請〆切が 7 月 31
日（金）までとなっていましたが、区民の皆さん
からの多数のご要望を受け、私も含めて区にお取
次ぎしましたところ、申請期限が9月30日（水）
まで延長されましたので、お知らせいたします！
（江東区ウェブサイトからご確認ください）
詳しく知りたい方は、「困っている人を助ける」
柿沢未途事務所までお問合せを！

柿沢未途 江東事務所（江東区富岡 �-��-��-�F） ��-����-���� info@���kakizawa.jp

出 版

価格 1,800 円（税別）
Amazonで絶賛発売中！

（経済産業省のウェブサイトより）


